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平成２４年４月１８日判決言渡

平成２４年４月１８日原本領収裁判所書記官

平成２３年(行コ)第３号再審査申立棄却命令取消等請求控訴事件

（原審・東京地方裁判所平成２１年(行ウ)第２３６号)

（口頭弁論終結日・平成２４年３月１４日）

判 決

控訴人 スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合大阪支部連合会モービル大阪支店

支部

被控訴人 国

処分行政庁 中央労働委員会

被控訴人補助参加人 エクソンモービル有限会社

主文

１ 原判決を取り消す。

２ 本件訴訟は, 平成２１年１０月１日控訴人が消滅したことによって終了した。

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を取り消す。

２ 中央労働委員会が中労委平成６年(不再)第４９号事件について平成２０年１０月１

５日付けでした再審査申立てを棄却する旨の命令を取り消す。

３ 中央労働委員会は, 被控訴人補助参加人及びその大阪第一支店に対し, 原判決別

紙 1「請求する救済の内容」に記載の命令を発せよ。

第２ 事案の概要等

控訴人は, 被控訴人補助参加人(補助参加人)及びその大阪支店(現在の大阪第一支

店。大阪支店)を被申立人として, 補助参加人ないしその大阪支店が行った原判決別紙２

記載の各行為が不当労働行為に当たると主張して平成元年７月１日及び同年８月１９日に

大阪府地方労働委員会(大阪府地労委)に対して救済の申立てをしたが, 大阪府地労委は,
大阪支店に対する申立てを却下し, 補助参加人に対する申立てを一部却下し, その余を

棄却する旨の命令(本件初審命令)を発し, 控訴人は, さらに, 本件初審命令を不服とし

て中央労働委員会(中労委)に再審査を申し立てたが, 中労委は, 再審査申立てを棄却す

る旨の命令(本件命令)を発した。本件は, 控訴人が本件命令の取消し等を求める事案で

ある。

第３ 当裁判所の判断

1(1)控訴人の規約(本件規約)によると, 「モービル石油株式会社の従業員は,この組合

の組合員になることができる。」(第３条の(1))と定められている。

控訴人は, 本件初審命令に係る不当労働行為救済命令申立当時において, モービル石

油株式会社大阪支店に勤務する従業員で組織された組合であったが, モービル石油株式

会社は平成１２年２月１日に組織変更をしてモービル石油有限会社となり, 平成１４年

６月１日に補助参加人となったことが認められる(以下, 上記組織変更や合併前の会社に

ついても「補助参加人」という。)。
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このような組織変更や合併の経過からすると, 本件規約にいうモービル石油株式会社

は, 補助参加人を意味するもので, 本件規約は, 控訴人の組合員資格を, 補助参加人の

従業員と定めたものと解される。

(2) 控訴人には, 平成元年７月当時, X １, X ２, X ３及び X ４の４名の組合員が

いたが, X ４は平成１２年３月に, X １は平成１４年３月に, X ２は平成１６年７月に

それぞれ補助参加人を退職し, X ３も平成２１年９月３０日に定年を迎えた(当事者間に

争いがない。)。

(3) そうすると, 控訴人の組合員は, 平成２１年９月３０日までにいずれも補助参加

人の従業員としての地位を失っており, 控訴人は, 遅くとも X ３が定年を迎えた前記の

日の翌日に組合員が存在しない状態となって消滅したものと認めるのが相当である。

２(1)控訴人は, ① X １及び X ４については, 補助参加人が, スタンダード・ヴァキ

ューム石油自主労働組合（ス労自主)がその導入に同意していない「早期退職／セカンド

キャリア支援制度」による両名の退職届を承認して, 両名を退職させたこと, これに伴

って両名に控訴人からの脱退表明をするに至らせたことが不当労働行為(支配介入)に当た

るとして, ス労自主が両名の早期退職届の承認の撤回等の救済命令の申立てを行ってい

ること, ② X ３については, 補助参加人の継続雇用制度による再雇用を申し入れたにも

かかわらず, 補助参加人から再雇用を拒否されたため, 補助参加人を被告として労働契

約上の地位にあることの確認を求める訴訟を提起していること等の事情を主張し, 補助

参加人の従業員としての地位について法的紛争が継続している X １,X ４及び X ３の３名

については, 未だ組合員であると主張する。

(2) しかし, X １及び X ４が補助参加人に対して通職承認の撤回を求めているわけで

はないし, 両名の退職(ないしその届)自体を撤回したわけでもないから, ス労自主が上

記①のような不当労働行為救済命令の申立てをしていることは, X １及び X ４が補助参

加人の従業員及び控訴人の組合員の地位を有していることの根拠となるものではない。な

お, X １及び X ４は, ス労自主の上記不当労働行為救済命令の申立てには関与しておら

ず, 上記両名が補助参加人への復職あるいはス労自主ないし控訴人への復帰を望んでい

るものとも認められない。

(3) X ３の再雇用について

ア X ３の再雇用に関しては, 以下の事実が認められる。

(ｱ) 補助参加人は, 定年制度(満６０歳に達した月の末日を退職とするもの)を設ける

とともに(争いがない。), 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律(高年齢者雇用安定法)

に基づいて, 定年退職する従業員が別に定める基準を満たす場合で, 当人が希望し, か

つ会社の提案する契約内容に同意して再雇用にかかる契約を締結した場合は,同基準に従

いその定年退職後契約社員として再雇用することを就業規則に定め(６９条。), 就業規

則の付属規定(12)「定年退職者を再雇用する際の基準等に関する規定」(再雇用基準規定)

において再雇用の基準(再雇用基準)を定めている(以下, この制度を「本件再雇用制度」

という。)。なお,本件再雇用制度は, 平成２１年２月１６日, 補助参加人の労働者の過

半数を代表する者との間で交わされた書面による協定によって定められたものであること

がうかがわれる。

再雇用基準規定は, 定年退職する従業員が, 下記①~③の基準を全て満たす場合で,当
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人が希望し, かつ会社の提案する契約内容に同意して定年退職日の 1 か月前までに再雇

用にかかる契約を締結した場合, 契約期間を 1 年間とする契約社員として再雇用し, 当

該従業員が満６５歳に到達した日を含む月の末日を限度として原則として 1 年単位で契約

が更新されることを定めている(２条)。

① 契約期間中において労働の意欲と能力を有する者(業務に必要な知識・技能を取得

する意欲を有することを含む)

② 心身ともに健康で契約期間中正常な労務を提供できる者

③ 管理職, 専門職, 事務・技能職それぞれの従業員について, 当人の過去３年間の

業績評価の平均が標準以上の者

③の業績評価については, 別に業績評価の算出方法(業績評価基準)が定められている

(3 条)。

(ｲ) X ３は, 補助参加人に対し, 定年退職日の１か月前までに再雇用制度に基づいて

再雇用の申請をしたが, 補助参加人は, X ３が補助参加人の就業規則で定める再雇用基

準の「業績評価の平均が標準以上」に達しないとして, X ３を再雇用しなかった。

そこで, X ３は, 平成２１年１２月, 補助参加人を被告として,X ３が補助参加人との

間の労働契約上の地位を有することの確認等を求める訴訟(別件訴訟)を提起し(大阪地方

裁判所平成２１年(ワ)第１９９０７号。), 同訴訟は現在も係属中である。

イ 控訴人は, 高年齢者雇用安定法９条１項が定める継続雇用制度は, 「現に雇用し

ている高年齢者が希望するときは, 当該高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制

度」であるから希望者全員を対象とするのが原則であり, 継続雇用の対象者を選別して

継続雇用の希望があるのにこれを雇用しないことは例外的にのみ許容されるものであると

主張し, 高年齢者雇用安定法に適合する基準に基づいて欠格事由があると判断されない

限り, 継続雇用を拒否された労働者は, 解雇権濫用の法理などに基づいて労働契約上の地

位を有するものと解すべきであると主張する。

また, 証拠によると,控訴人は, ①補助参加人の再雇用基準, 特に業績評価基準及びそ

の適用には, 客観性や明確性はなく, 極めて恣意的なものであるから無効であるが, 本

件再雇用制度のうち, 再雇用制度の導入に係る部分は効力を有するから, 補助参加人が

本件再雇用制度を通知した時点で再雇用する旨の意思表示をしたことになり, 定年退職

する従業員は再雇用の申請をすれば, 就労の始期を定年退職の日の翌日とする再雇用契

約が成立する, ②仮に本件再雇用制度そのものが無効であるとすれば, 補助参加人は高

年齢者雇用安定法９条１項が定めるいずれの措置も講じていないこととなるから, 60 歳

定年制は無効となり, 定年は６５歳とされたものとみなされるべきであるから,X ３に対

する再雇用の拒否は解雇であり, 当該解雇は解雇権の濫用であって無効であると主張す

るものと理解できる。

ウ 高年齢者雇用安定法は, 高年齢者の安定した雇用の確保の促進等を図るため, 労

働者の定年を定める場合には, 当該定年は６０歳を下回ることができないとし(８条),
６５歳未満の定年の定めをしている事業主は, ①当該定年の引上げ, ②現に雇用してい

る高年齢者が希望するときは, 当該高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制度(継

続雇用制度)の導入, ③当該定年の廃止のいずれかの措置を講じなければならず(９条１

項), 労働者の過半数で組織する労働組合, 又はそのような労働組合がない場合は労働者
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の過半数を代表する者との書面による協定によって, 継続雇用制度の対象となる高年齢

者に係る基準を定め, 当該基準に定める制度を導入したときは, 前記②の措置(継続雇用

制度)を講じたものとみなすものとしている(９条２項)。

しかし, 同法は, 継続雇用制度の内容については何らの規定を設けておらず,継続雇用

制度の内容をどのようなものとするかについては, 当該事業所の実情や労働者の状況に

応じた多様な対応ができるものとしていると解されるから, 本件再雇用制度のように,
労働者の意欲,能力,実績を勘案して再雇用対象者を選別し, また, 再雇用後の労働条件に

ついても労使の合意に基づいて定める制度も同法が予定する継続雇用制度に当たると解す

ることができる。そして, 控訴人が問題とする「過去３年間の業績評価の平均が標準以

上のもの」とする再雇用の要件が, 直ちに客観性を欠き, あるいは恣意的なものである

ということはできない。のみならず, 補助参加人は, 再雇用基準規定において更に細か

な業績評価基準を定め(３条)、内部的にその評価手順についても公平性が保たれるような

配慮をしていることをうかがうことができるのであるから, 本件再雇用制度における業

績評価基準あるいは再雇用基準が高年齢者雇用安定法９条, 労働組合法その他の関係法

令に違反して無効であるということはできない。したがって, 再雇用基準ないし業績評

価基準が違法, 無効であることを前提とする, 控訴人の前記主張は失当というべきであ

り, X ３が再雇用の希望を提出したというだけで, 同人が定年退職後も補助参加人の従

業員の地位にあると解することはできない。

３ また, 労働組合は団体であるから, 組合員が 1 人もいなくなった場合はもとより,
組合員が 1 名だけになった場合についても, その後組合員が増加する可能性がない場合

は, 自然消滅に至ると解される。

これを本件についてみると, 控訴人の組合員は, 平成元年７月当時は４名いたが, 平

成１６年７月以後の組合員は X ３だけとなり, X ３も平成２１年９月３０日に定年を迎

えたことは前記のとおりであって, 平成元年以後 X ３が定年を迎えるまで新たな組合員

の加入がない状態が２０年にわたって続いていたのであるから(その状態は現在に至つて

も変化がない。), 遅くとも X ３が定年を迎えた時点では新たに組合員が加入する可能性

もなくなり, 控訴人は団体性を失って消滅に至ったものと認めるのが相当である。

４ 以上のとおり, 控訴人の組合員であった者はいずれも組合員資格を失い, 組合員

のない状態になって消滅したと認められ, その消滅に伴って控訴人の訴訟上の地位を承

継する者があるともいえないから, 本件訴訟は, 原審係属中である平成２１年１０月１

日(X ３が定年に達した日の翌日)に終了したものといわざるを得ない。

よって, 原判決を取り消し, 主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第 1 民事部


